
2024/05/21 14:01:10 / 23071791_マネックスグループ株式会社_招集通知

表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、書
面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりま
せん。なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわら
ず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した
書面を一律でお送りいたします。

第20回定時株主総会資料

■事業報告
会社の新株予約権等に関する事項
当事業年度中の役員の異動
（当事業年度中の重要な兼職の異動の状況）
執行役の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制その他業務の適正を確保するための体制
および運用状況

■連結計算書類
連結持分変動計算書
連結注記表

■計算書類
株主資本等変動計算書
個別注記表

マネックスグループ株式会社
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会社の新株予約権に関する事項、当事業年度中の役員の異動

会社の新株予約権等に関する事項

⑴　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

当事業年度中の役員の異動
（当事業年度中の重要な兼職の異動の状況）

地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 の 異 動
取 締 役
取 締 役 会 議 長 松 本 大 ドコモマネックスホールディングス株式会社の取締

役会長に就任（2024年1月4日）

取 締 役 清 明 祐 子
ドコモマネックスホールディングス株式会社の取締
役に就任（2024年1月4日）
マネックス証券株式会社の取締役社長執行役員に就
任（2024年1月4日）

取 締 役 山 田 尚 史
コインチェック株式会社の専門役員に就任（2023
年4月1日）
コインチェック株式会社の専門役員を退任（2023
年8月31日）

取 締 役 石 黒 不 二 代
ウイングアーク1st株式会社の取締役を退任（2023
年5月25日）
三井物産株式会社の取締役に就任（2023年6月21
日）

取 締 役 小 泉 正 明 株式会社キユーソー流通システムの監査役を退任
（2024年2月22日）

取 締 役 久 能 祐 子 株式会社ディー・エヌ・エーの取締役に就任
（2023年６月25日）
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会社の新株予約権に関する事項、当事業年度中の役員の異動

地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 の 異 動

執 行 役 桑 島 正 治

マネックス証券株式会社の取締役を退任（2023年
6月20日）
マネックスPB株式会社の取締役に就任（2023年6
月22日）

執 行 役 萬 代 克 樹 カタリスト投資顧問株式会社の取締役に就任
（2023年4月1日）

執 行 役 山 中 卓 也

マネックスPB株式会社の取締役を退任（2023年6
月22日）
マネックス証券株式会社の常務執行役員を退任
（2024年1月4日）

－ 2 －
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会社の体制および方針

執行役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制その他業務の適正を確保するための体制および運用状況

1. 執行役の職務の執行が法令および定款に適合するための体制その他当社の業務ならびに当社
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制

　　当社は、取締役会決議により、上記体制（以下、「内部統制システム」）の構築に関する基
本方針を以下のとおり定め、これに従い内部統制システムを構築して適切に運用するととも
に、継続的な改善に努めます。

　(1)  会社法が定める内部統制システムの構築に関する取締役会等の役割
　　　　①会社法が定める内部統制システムの構築に関する取締役会の役割
　　　　　・取締役会は、執行役の職務の執行を監督します。
　　　　　・取締役会は、内部統制システムを構築します。
　　　　　・取締役会は、当社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必

要な体制を整備します。また、取締役会は、重要なものとして取締役会が指定する
関連会社（以下、「指定関連会社」といいます。）の業務の適正を確保するために
必要な体制を整備するよう努めます。（以下、当社の子会社および指定関連会社を
総称して「子会社等」といいます。）

　　　　②会社法が定める内部統制システムの構築に関する監査委員会の役割
　　　　　・監査委員会は、法令および規程に定められた権限を行使し、執行役および取締役の

職務の執行を監査します。
　　　　　・監査委員会は、内部統制システムの運用について監査します。

　　(2) 監査委員会の職務の執行に必要な事項
　　　　①監査委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項
　　　　　・監査委員は、その職務の執行に必要な場合は、監査委員会室に監査委員会の職務の

執行の補助を委嘱することができます。
　　　　②前記①の取締役および使用人の執行役からの独立性に関する事項
　　　　　・当社は、監査委員会室所属員の人事については、監査委員全員に諮問を行うものと

します。
　　　　③監査委員会の前記①の取締役および使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　　　　　・当社は、監査委員会室所属員につき、監査委員会の指示を実効的に遂行するために

必要な知識・能力を備えた人員を配置します。

－ 3 －
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会社の体制および方針

　　　　④監査委員会への報告に関する体制
　　　　　＜当社における報告体制＞
　　　　　・当社の取締役（監査委員である取締役を除く。）、執行役および使用人は、監査委

員会の求めに応じて、その職務の執行に関する事項の報告および説明をします。
　　　　　・当社の取締役（監査委員である取締役を除く。）、執行役および使用人は、職務執

行に関し重大な法令・定款その他の社内規則違反もしくは不正行為の事実、子会社
等における重大な法令・定款その他の社内規則違反もしくは不正行為の事実、また
は当社または子会社等に著しい損害を及ぼす事実を知ったときは、その内容につい
て、監査委員会、監査委員会室または内部監査室のいずれかに報告しなければなら
ないこととします。当該報告を受けた監査委員会室または内部監査室は、速やかに
その旨を監査委員会に報告するものとします。

　　　　　＜子会社における報告体制＞
　　　　　・当社は、子会社の取締役、監査役、使用人等が、監査委員会の求めに応じてその職

務の執行に関する事項の報告および説明をするための体制を構築します。
　　　　　・子会社の取締役、監査役および使用人は、職務執行に関し重大な法令・定款その他

の社内規則違反および不正行為の事実、または会社に著しい損害を及ぼす事実を知
ったときは、その内容について、当該子会社の取締役、監査役または内部監査部門
のいずれかに報告しなければならないこととします。当該報告を受けた子会社の取
締役、監査役または内部監査部門は、速やかにその旨を監査委員会、監査委員会室
または内部監査室のいずれかに報告するものとします。

　　　　　・子会社の取締役、監査役および使用人は、職務執行に関し重大な法令・定款その他
の社内規則違反および不正行為の事実、または会社に著しい損害を及ぼす事実を知
ったときは、その内容について、監査委員会、監査委員会室または内部監査室のい
ずれかに直接報告することができるものとします。

　　　　　＜その他の報告体制＞
　　　　　・当社は、指定関連会社の取締役、監査役、使用人等が、監査委員会の求めに応じて

その職務の執行に関する事項の報告および説明をするための体制の構築に努めま
す。

　　　　　・当社は、指定関連会社の取締役、監査役および使用人が職務執行に関し重大な法
令・定款その他の社内規則違反および不正行為の事実、または会社に著しい損害を
及ぼす事実を知ったときは、その内容について当該指定関連会社の取締役、監査役
または内部監査部門のいずれかに報告し、かつ、当該報告を受けた指定関連会社の
取締役、監査役または内部監査部門が速やかにその旨を監査委員会、監査委員会室
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または内部監査室のいずれかに報告する体制の構築に努めます。
　　　　　・当社は、指定関連会社の取締役、監査役および使用人が職務執行に関し重大な法

令・定款その他の社内規則違反および不正行為の事実、または会社に著しい損害を
及ぼす事実を知ったときは、その内容について、監査委員会、監査委員会室または
内部監査室のいずれかに直接報告することができる体制の構築に努めます。

　　　　　⑤前記④の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制

　　　　　・前記④の報告をしたことによる不利な取扱いを禁止する方針を定め、その周知と運
用の徹底に努めます。

　　　　　⑥監査委員の職務の執行（監査委員会の職務の執行に関するものに限る。）について
生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用ま
たは債務の処理に係る方針に関する事項

　　　　　・当社は、監査委員会の職務の執行に必要な予算を確保するとともに、監査委員会の
職務の執行を妨げないよう、予算外の費用が必要となった場合においても、これを
適切に処理します。

　　　　　・監査委員会は、当社の費用において、その職務を執行するために必要な外部のアド
バイザー、弁護士、その他専門家を利用できるものとします。

　　　　　⑦その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　　　　・監査委員会は、事業活動全般にわたり、各執行役ならびに子会社の取締役および監

査役と随時意見交換を行います。
　　　　　・監査委員会は、必要に応じ、事業活動全般にわたり、指定関連会社の取締役および

監査役と随時意見交換を行うよう努めます。
　　　　　・監査委員会は、内部監査室から内部監査の結果や改善が必要とされた事項について

のその後の状況等の報告を受けることができるものとします。また、必要に応じて
内部監査室に対し調査の要請を行うことができるものとします。

　　(3)執行役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制

　　　　　①企業倫理の確立と法令遵守体制の整備
　　　　　・執行役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため

の体制の基礎として、当社および子会社等の個々の取締役、執行役および使用人が
遵守すべき企業倫理にかかる基本的な考え方や行動指針を定めます。

　　　　　②内部監査部門の設置
　　　　　・執行役および使用人の適切な職務執行を確保するため、内部監査室を設置します。

－ 5 －
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　　　　　③内部通報制度の整備
　　　　　・法令遵守上疑義のある行為等についての早期発見および是正を図ることを目的とし

て、子会社等も含め利用可能な内部通報制度を整備します。

　　(4)執行役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制
　　　　　・執行役の職務の執行にかかる情報については、文書その他の情報の取り扱いにかか

る規程に従い適切に保存および管理を行います。

　　(5)当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　　　・当社および子会社等の損失の危険の管理に関し、リスク管理の基本方針および体制

にかかる規程を定めるとともに、管理すべきリスク項目毎の具体的なリスク管理方
針および体制を当該リスクを担当する執行役が決定します。セグメントを担当する
執行役は、自らのセグメントにおけるリスクの管理を行い、当社および子会社等の
経営に影響を及ぼすリスクを検知した場合、リスク管理統括責任者および当該リス
クを担当する執行役に報告します。リスクの管理状況をリスク管理統括責任者が定
期的に取締役会に報告し、取締役会において確認することによりリスクの管理を行
います。

　　(6)執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　　①機関設計
　　　　・取締役会の決議により、法令により認められた範囲で、業務執行の決定を執行役に委

任し、業務執行の効率化・迅速化を図ります。
　　　　②組織関連規程の整備
　　　　・執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、職務権限、業務分掌お

よび決裁権限にかかる規程を定めます。

　　(7)当社および子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　　　　①子会社等の取締役の職務の執行にかかる事項の当社への報告に関する体制
　　　　・子会社等の取締役の職務の執行にかかる事項の当社への報告については、子会社等の

定めるところに従い適切に報告を行う体制とします。
　　　　②子会社等の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　　・子会社等についても上述の「(5)当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体

制」に記載した体制を整備し、リスクを管理しています。
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　　　　③子会社等の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　　(i)機関設計
　　　　・子会社の規模・業務内容に照らし、業務執行の効率化・迅速化に適した機関設計を行

います。
　　　　・指定関連会社の規模・業務内容に照らし、業務執行の効率化・迅速化に適した機関設

計を行うよう指導します。
　　　　(ii)組織関連規程の整備
　　　　・子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、子会社におい

て職務権限、業務分掌および決裁権限にかかる規程を定めます。
　　　　・指定関連会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、指定関

連会社において職務権限、業務分掌および決裁権限にかかる規程を定めるよう、指定
関連会社を指導します。

　　　　④子会社等の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保
するための体制

　　　　(i)企業倫理の確立と法令遵守体制の整備
　　　　・子会社等の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制の基礎として、当社および子会社等の個々の取締役、執行役および使
用人が遵守すべき企業倫理にかかる基本的な考え方や行動指針を定めます。

　　　　(ii)内部監査部門の設置
　　　　・子会社の取締役および使用人の適切な職務執行を確保するため、各社の業務内容・規

模に応じ、内部監査部門を設置します。指定関連会社の取締役および使用人の適切な
職務執行を確保するため、各社の業務内容・規模に応じ、内部監査部門を設置するよ
う指導します。

　　　　(iii)内部通報制度の整備
　　　　・法令遵守上疑義のある行為等についての早期発見および是正を図ることを目的とし

て、子会社等も利用可能な内部通報制度を整備します。
　　　　⑤子会社等の管理体制の整備
　　　　・子会社等の業務の適正を確保するための規程を定め、子会社等の業務の総合的管理・

指導にあたる適正な人員配置を行います。
　　　　・子会社等についての担当執行役を定めた場合、当該担当執行役は、担当する子会社の

業務執行状況の監督その他必要に応じた指導および体制整備を実施し、業務の適正を
確保します。また、当該担当執行役は、担当する指定関連会社の業務執行状況の監督
その他必要に応じた指導および体制整備を実施し、業務の適正を確保するよう努めま
す。
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　　　　⑥子会社等に対する内部監査権限の確保
　　　　・子会社等に対し、各社の業務内容や規模に応じ、その業務について適切な機関が内部

監査を実施する体制を構築するよう指導を行います。
　　　　・子会社に対し、必要に応じて直接内部監査を実施します。
　　　　⑦共通の各種基本方針の策定
　　　　・子会社等においても、本基本方針の趣旨を適切に反映した各種基本方針等を策定する

ように指導を行います。

　　(8)財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制
　　　　①財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制の整備
　　　　・財務報告における適正性および信頼性を確保するため、財務報告にかかる内部統制の

体制を整備します。
　　　　②子会社等に対する指導
　　　　・子会社等においても財務報告にかかる内部統制の体制整備・運用が適切に行われるた

めに必要な指導を行います。

　　(9)反社会的勢力との関係遮断
　　　　①反社会的勢力との関係遮断
　　　　・反社会的勢力との一切の関係を遮断し、反社会的勢力に対しては毅然と対応します。
　　　　②子会社等に対する指導
　　　　・子会社等においても反社会的勢力との関係の遮断が適切に行われるために必要な指導

を行います。

２. 執行役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正
を確保するための体制の運用状況
　当社は、前記内部統制システムの構築に関する基本方針に基づいて、体制の整備とその適正
な運用に努めております。当事業年度における当該体制の運用状況の概要は以下のとおりで
す。

　　(1)執行役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することならびに執行役の職
務の執行が効率的に行われることの確保

　　当社は、当社および子会社等に共通の企業倫理コンプライアンスポリシーを定め、個々
の役員および使用人が遵守すべき企業倫理にかかる行動指針を定めております。当社の執
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行役および使用人の職務執行状況については、各部門等からの干渉を受けない独立性の高
い内部監査部門を設置し、内部監査を実施しております。

　　また、法令遵守上疑義のある役員および使用人の行為等について、外部の弁護士や社外
取締役である監査委員会委員長を通報窓口とする実効性のある内部通報制度を構築してお
ります。

　　このような体制の下で取締役会は、法令で認められる範囲で業務執行の決定権限を執行
役に委任し、業務執行の効率化・迅速化を図っておりますが、一方で執行役に対し取締役
会への業務執行の状況等について定期的に報告を求め、執行役の職務執行状況を監督して
おります。

　　(2)リスク管理体制
　　当社はリスク管理の基本方針および体制を定め、当社および子会社等の直面するリスク

を分類、評価した上で、リスク管理統括責任者が定期的に取締役会に報告することにより
リスクの管理を行っております。

　　(3)当社グループにおける業務の適正の確保
　　当社は、子会社等の経営管理に関する規程を定め、その業務の総合的管理・指導にあた

る適正な人員配置を行っております
　当社は、子会社等の各社の業務内容や規模に応じた上記(1)および(2)の体制整備を推進
しており、かつ各社から必要な報告を受けております。また、子会社等においてもその業
務について適切な機関が内部監査を実施する体制を構築するよう指導し、必要に応じて直
接内部監査を実施しております。

　　(4)監査委員会の職務の執行
　　監査委員会は当社および子会社等の役員および使用人、並びに子会社等の監査役に対し

その職務の執行に関する事項の説明を求めるほか、内部監査部門から定期的に内部監査の
結果や改善が必要とされた事項についてのその後の状況等の報告を受け、内部統制システ
ムの運用について監査しています。

　　監査委員会の職務の執行には、執行役から独立した監査委員会室の人員が補助にあたっ
ており、監査委員会の監査が実効的に行われることを確保しております。
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連結持分変動計算書
(2023年４月１日から2024年３月31日まで)

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分 資本合計

資本金 資本
剰余金

自己
株式

利益
剰余金

その他の資本の構成要素

合計

その他の
包括利益
を通じて
公正価値
測定する
資本性金
融資産の
公正価値
の変動

その他の
包括利益
を通じて
公正価値
測定する
負債性金
融資産の
公正価値
の変動

ヘッジ
剰余金

在外営
業活動
体の換
算差額

株式
報酬

持分法適用
会社におけ
るその他の
資本の構成
要 素

計

2023年４月１日残高 13,144 41,027 △714 34,509 640 △1,493 － 13,113 △614 28 11,675 99,641 1,113 100,754

当期利益 － － － 31,293 － － － － － － － 31,293 182 31,475

その他の包括利益 － － － － △14 1,081 △814 4,323 － △56 4,520 4,520 － 4,520

当期包括利益 － － － 31,293 △14 1,081 △814 4,323 － △56 4,520 35,813 182 35,995

所有者との取引額
親会社の所有者
に対する配当金 － － － △4,086 － － － － － － － △4,086 － △4,086

自己株式の取得 － － △0 － － － － － － － ― △0 － △0
自己株式の処分 － 126 541 － － － － － △667 － △667 － － －
包括利益累計額か
ら利益剰余金への
振替

－ － － 488 △488 － － － － － △488 － － －

株式報酬の認識 － － － △73 － － － － 377 － 377 305 － 305

支配の喪失とならな
い子会社に対する所
有持分の変動

－ 39 － － － － － － － － － 39 116 155

所有者との取引額合
計 － 165 541 △3,671 △488 － － － △290 － △778 △3,742 116 △3,626

2024年３月31日残高 13,144 41,193 △173 62,131 139 △412 △814 17,436 △904 △28 15,417 131,712 1,411 133,123

（単位：百万円）

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を四捨五入しております。
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連結注記表

連　結　注　記　表

〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記〕
１．連結計算書類の作成基準

　連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、IFRS）に準拠して作
成しております。なお同項後段の規定により、IFRSにより要請される記載および一部の注記を省略してお
ります。

２．連結の範囲に関する事項
　連結子会社の数および主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 35社
主要な連結子会社の名称 マネックス・アセットマネジメント株式会社

マネックスファイナンス株式会社
コインチェック株式会社
マネックスベンチャーズ株式会社
MV1号投資事業有限責任組合
MV2号投資事業有限責任組合
TradeStation Group, Inc.
TradeStation Securities, Inc.
TradeStation Technologies, Inc.
Monex International Limited
Monex Boom Securities (H.K.) Limited

新規 ３社
除外 ７社

３．持分法の適用に関する事項
　持分法適用会社等の状況

持分法適用会社等数 ７社
主要な持分法適用会社等の名称 ドコモマネックスホールディングス株式会社

マネックス証券株式会社
杭州財悦科技有限公司

新規 ２社
持分法適用会社等には共同支配事業を含んでおります。
　なお、当社はドコモマネックスホールディングス株式会社（以下「DMH」）の株式を約51%保有し
ており、株式会社NTTドコモ（以下「NTTドコモ」）が株式を約49%保有しております。また、
DMHがマネックス証券株式会社（以下「マネックス証券」）の株式を100%保有しております。NTT
ドコモとの資本業務提携契約において、NTTドコモがDMHの取締役の過半数を指名する権利を有して
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いることから、当社グループはDMH及びマネックス証券を支配していないと判断し、当社グループは
DMH及びマネックス証券に対して持分法を適用しています。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項
　国内の連結子会社および一部を除く海外の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しておりま
す。なお、一部の海外連結子会社は、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しておりま
す。

５．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

① デリバティブ以外の金融資産の評価基準および評価方法
ⅰ） 償却原価で測定する金融資産
　金融資産は、以下の要件を満たす場合に償却原価で測定する金融資産に分類しています。
　・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づ

いて、資産が保有されている
　・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フロー

が所定の日に生じる
　償却原価で測定する金融資産は、当初認識時の公正価値にその取得に直接起因する取引費用を加算し
て測定しています。当初認識後は、実効金利法を用いた償却原価により測定しています。
ⅱ） その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産
　資本性金融商品への投資のうち、売買目的保有でない投資については、当初認識時に、その公正価値
の事後的な変動をその他の包括利益に表示するという取消不能の選択を行うことができ、当社グループ
では金融商品ごとに当該指定を行っています。
　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産は、当初認識時の公正価値にその取得
に直接起因する取引費用を加算して測定しています。当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動
額は、その他の包括利益の「その他の包括利益を通じて公正価値測定する資本性金融資産の公正価値の
変動」として認識しています。当該金融資産の認識を中止した場合、又は、公正価値が著しく下落した
場合、その他の包括利益に計上されている累積損益は直接利益剰余金に振り替えており、純損益に振り
替えられません。なお、当該金融資産からの配当金については、金融収益の一部として純損益で認識し
ています。
ⅲ） その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産
　負債性金融資産は、以下の要件を満たす場合にその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性
金融資産に分類しています。
　・契約上のキャッシュ・フローを回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデルに基づいて

保有されている
　・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フロー

が所定の日に生じる
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　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産は、当初認識時の公正価値にその取得
に直接起因する取引費用を加算して測定しています。当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動
額は、減損利得又は減損損失及び為替差損益を除き、当該金融資産の認識の中止又は分類変更が行われ
るまで、その他の包括利益の「その他の包括利益を通じて公正価値測定する負債性金融資産の公正価値
の変動」として認識しています。当該金融資産の認識を中止した場合、その他の包括利益に計上されて
いる累積損益は純損益に振り替えています。
ⅳ） 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
　上記以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しています。
　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値で測定し、その取得に直接起
因する取引費用は発生時に純損益として認識しています。当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の
変動額は、純損益として認識しています。
ⅴ） 金融資産の減損
　償却原価により測定される金融資産及びその他の包括利益で測定される負債性金融資産については、
予想信用損失を認識しています。
　当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加している
かどうかを評価しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合には、12ヶ月の予
想信用損失を認識しています。一方で、当初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、
全期間の予想信用損失と等しい金額を認識しています。
　契約上の支払の期日経過が30日超である場合には、原則として信用リスクの著しい増大があったもの
としています。なお、金融資産に係る信用リスクが期末日現在で低いと判断される場合には、当該金融
資産に係る信用リスクが当初認識時以降に著しく増大していないと評価しています。また、全部または
一部について回収ができず又は回収が極めて困難であると判断された金融資産や期日経過が90日を超え
た金融資産については、債務不履行に該当すると判断しています。
　信用損失は契約に従って企業に支払われるべきすべての契約上のキャッシュ・フローと、企業が受け
取ると見込んでいるすべてのキャッシュ・フローとの差額を当初の実効金利で割り引いたものであり、
予想信用損失は信用損失をそれぞれの債務不履行発生リスクでウェイト付した加重平均です。
　当社グループは、ある金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合
には、金融資産の総額での帳簿価額を直接減額しています。
　償却原価により測定される金融資産については、予想信用損失を貸倒引当金として認識しています。
貸倒引当金の繰入額又は戻入額は、減損損失又は減損利得として純損益で認識しています。

② デリバティブの評価基準および評価方法
　当社グループのデリバティブ資産およびデリバティブ負債は公正価値で当初測定し、その変動は純損
益として認識しております。

③ 非金融資産の評価基準および評価方法
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ⅰ） 棚卸資産
　顧客取引を遂行する目的で保有している暗号資産は、当初認識時点においては取得原価で測定し、当
初認識後においては売却コスト控除後の公正価値で測定しています。当初認識後の公正価値の変動は当
該変動が発生した期の純損益として認識しています。
　上記の目的で棚卸資産として保有する暗号資産の公正価値は、主要な暗号資産取引所の取引価格に基
づいて算定しています。
　上記以外の棚卸資産は、当初認識時点においては取得原価で測定し、当初認識後においては取得原価
と正味実現可能価額のいずれか低い方で測定しています。なお、正味実現可能価額は関連する市場環境
を考慮した見積売価から販売または処分に要する見積費用を控除して算定しています。
　なお、利用者から預託を受けた暗号資産は、財政状態計算書上、資産として認識していません。
ⅱ） 有形固定資産
　有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した額で測定しておりま
す。取得原価には資産の取得に直接関連する費用、解体・除去費用が含まれております。
ⅲ） 無形資産
　棚卸資産に該当しない暗号資産は、無形資産として認識し、当初認識時点において取得原価で測定す
るとともに、当初認識後においては取得原価から減損損失累計額を控除して測定しています。また、無
形資産に分類した暗号資産は耐用年数が確定できない無形資産とみなし、償却を行っていません。
　上記以外の無形資産は、取得原価から償却累計額および減損損失累計額を控除した額で測定しており
ます。
ⅳ）非金融資産の減損
　繰延税金資産を除く、当社グループの非金融資産については、毎期末日に減損の兆候の有無を判断し
ております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積っております。のれんおよ
び耐用年数を確定できないまたは未だ使用可能ではない無形資産については、回収可能価額を毎年同じ
時期に見積っております。
　資産または資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と売却費用控除後の公正価値のうちいずれか高
い金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値
および当該資産に固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いております。
　資金生成単位については、継続的に使用することにより他の資産または資産グループのキャッシュ・
インフローから、概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資産グループとしておりま
す。
　のれんの資金生成単位については、のれんが内部報告目的で管理される単位に基づき決定し、集約前
の事業セグメントの範囲内となっております。
　全社資産は独立したキャッシュ・インフローを生み出していないため、全社資産に減損の兆候がある
場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を算定して判断しております。
　減損損失は、資産または資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を超過する場合に、純損益とし

－ 14 －



2024/05/21 14:01:10 / 23071791_マネックスグループ株式会社_招集通知

連結注記表

自己創設無形資産  5 年
顧客関連資産 18年
技術関連資産 18年
その他 18年

て認識します。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿
価額を減額するように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額するよう
配分しております。
　のれんに関連する減損損失は戻し入れません。その他の資産については、過去に認識した減損損失に
つき毎期末日において損失の減少または消滅を示す兆候の有無を評価しております。回収可能価額の決
定に使用した見積りが変化した場合は、減損損失を戻し入れます。減損損失は、減損損失を認識しなか
った場合の帳簿価額から必要な減価償却費および償却額を控除した後の帳簿価額を超えない金額を上限
として戻し入れます。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　有形固定資産の減価償却は、有形固定資産の各構成要素の見積耐用年数にわたり、定額法に基づいて
純損益として認識しております。
　主要な有形固定資産の当連結会計年度における見積耐用年数は次のとおりです。

建物　　　　　３～18年
器具備品　　　２～19年
使用権資産　　１～８年

② 無形資産
　のれん及び耐用年数が確定できない無形資産以外の無形資産の償却は、当該資産が使用可能な状態に
なった日から見積耐用年数にわたり、定額法に基づいて純損益として認識しております。主要な無形資
産の当連結会計年度における見積耐用年数は次のとおりです。

⑶　引当金の計上基準
　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的または推定的債務を負っており、当該
債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、その債務の金額が合理的に見積り可能な
場合に認識しております。引当金は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値および当該負債に
特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いております。時の経過に伴う割引額の
割戻しは純損益として認識しております。

⑷　収益および費用の計上基準
　当社グループは、顧客への金融サービス提供から生じる手数料等により収益を獲得しています。
　金融商品の売買の相手方となる取引、利息及び配当収益等の認識は、IFRS第9号に基づき認識していま
す。
　それ以外の収益は、顧客との契約から生じる収益として、IFRS第15号に基づき以下の５つのステップ
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を適用することにより収益を認識しています。これらのうち主要なものには、取引執行に伴う受取手数料
や顧客の求めに応じて暗号資産の取引に関連する収益等が含まれます。
　ステップ１：顧客との契約を識別する
　ステップ２：契約における履行義務を識別する
　ステップ３：取引価格を算定する
　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
　ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する
　以下に、連結損益計算書の関連項目ごとに含まれる収益の内容とその収益認識基準をまとめています。
① 受入手数料

　委託手数料は、IFRS第15号に従い、顧客からの売買注文を流通市場に取り次ぐ履行義務を充足した
時に認識され、約定日等に履行義務が充足されるため、一時点で収益を認識しています。なお、暗号資
産取引所における委託手数料は、受入手数料に含めて認識しています。

② トレーディング損益
　トレーディング損益に含まれる暗号資産販売所収益は、顧客との契約に従って暗号資産の売買が成立
し、暗号資産の移転が行われた時点で顧客に対する履行義務が充足されるため、IFRS第15号に従い、
当該義務を充足した一時点で収益を認識しています。当該顧客との契約は、現金で純額決済できる非金
融商品項目の売買契約を含むと判断し、IFRS第9号も適用しています。IFRS第15号は、顧客との契約
の一部が他の基準の適用対象である場合、取引価格から当該他の基準が適用される部分を除外すること
を求めており、この結果、暗号資産の売却取引と購入取引の純額であるマージン相当額をIFRS第15号
の適用対象である取引価格としています。

③ 金融収益および金融費用
　金融収益は、有価証券貸借取引収益、受取利息、受取配当金、有価証券投資の売却益、トレーディン
グ商品以外のデリバティブの公正価値の変動等から構成されています。金融費用は、有価証券貸借取引
費用、支払利息、有価証券投資の売却損、トレーディング商品以外のデリバティブの公正価値の変動等
から構成されています。
　金融収益のうち、受取利息、受取配当金及び有価証券投資の売却益などについては、IFRS第９号に
従い、発生時又は収益の属する期間に認識しています。
　また、金融収益のうち、有価証券貸借取引収益に含まれる外部業者への貸株料については、IFRS第
15号に従い、外部業者に貸出期間にわたり株式を貸す履行義務を充足した時に収益が認識され、貸出期
間にわたり履行義務が充足されるため、一定の期間にわたり収益を認識しています。

④ 収益と費用の相殺
　当社グループが本人当事者に該当しないと判断される取引については、収益および費用を相殺して純
額で表示しています。
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⑸　外貨換算
① 外貨建取引

　外貨建取引は、取引日における為替レートで当社グループ内の各企業の各機能通貨に換算しておりま
す。期末日における外貨建貨幣性資産・負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換算しておりま
す。
　公正価値で測定される外貨建非貨幣性資産・負債は、当該公正価値の算定日における為替レートで機
能通貨に再換算しております。再換算によって発生した為替差額は、純損益として認識しております。
ただし、公正価値で測定しその変動をその他の包括利益として認識する金融商品の再換算により発生し
た為替差額は、その他の包括利益として認識しております。外貨建取得原価により測定されている非貨
幣性項目は、取引日の為替レートを使用して換算しております。

② 在外営業活動体
　在外営業活動体の資産・負債（取得により発生したのれんおよび公正価値の調整を含む）については
期末日の為替レートで、収益および費用については平均為替レートを用いて日本円に換算しておりま
す。為替換算差額はその他の包括利益の「在外営業活動体の換算差額」として認識しております。
　在外営業活動体が処分される場合には、在外営業活動体の換算差額に関連する金額は、処分損益の一
部として純損益に振り替えます。

⑹　リース
　① 借手

　当社グループは、リース開始日において、使用権資産及びリース負債を認識しています。使用権資産
は、開始日において取得原価で測定しており、開始日後においては、原価モデルを適用して、取得原価
から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定しています。
　リース負債は、開始日において、同日現在で支払われていないリース料の現在価値で測定しており、
開始日後においては、リース負債に係る金利や支払われたリース料を反映するように帳簿価額を増減し
ています。リース負債を見直した場合又はリースの条件変更が行われた場合には、リース負債を再測定
し使用権資産を修正しています。
　なお、短期リース及び少額資産のリースについては、リース料をリース期間にわたり定額法により費
用認識しています。

　② 貸手
　当社グループは、リースをオペレーティング・リース又はファイナンス・リースのいずれかに分類し
ています。原資産の所有に伴うリスクと経済的価値のほとんどすべてを移転する場合には、ファイナン
ス・リースに分類し、原資産の所有に伴うリスクと経済的価値のほとんどすべてを移転するものではな
い場合には、オペレーティング・リースに分類しています。なお、当社グループにおいてはファイナン
ス・リースはありません。

　　i) オペレーティング・リース
　オペレーティング・リースによるリース料は、定額法により収益に認識しています。
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基準書 基準名 新設・改訂の内容

IAS第１号 財務諸表の表示 重要な（significant）会計方針ではなく、重要性がある
（material）会計方針の開示を要求する改訂

IAS第８号 会計方針、会計上の見積
りの変更及び誤謬 会計方針と会計上の見積りとの区別を明確化

IAS第12号 法人所得税 リース及び廃棄義務に係る繰延税金の会計処理を明確化

　　ii) サブリース
　貸手となるリースについては、サブリースを分類する際に、ヘッドリースが短期リースである場合に
は、オペレーティング・リースに分類し、それ以外の場合には、ヘッドリースから生じる使用権資産を
参照して分類しています。

⑺　非継続事業
　非継続事業には、既に処分された企業の構成要素が含まれ、グループの一つの事業若しくは地域を構
成し、その一つの事業若しくは地域の処分の計画がある場合に認識しております。

⑻　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
金銭の信託

　当社グループが有する一部の金銭の信託については、その信託勘定を連結しております。当該信託勘
定が保有する金銭の信託は、顧客より預託を受けた資金を保全するため各国の法令に基づき分別管理し
運用している資金であるため、連結財政状態計算書では金銭の信託として一括で表示しております。

〔会計方針の変更に関する注記〕
当社グループは、当連結会計年度より以下の基準を採用しております。

当連結会計年度において重要な影響はありません。
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〔重要な会計上の見積り〕
　米国セグメントに関するのれん及び耐用年数が確定できない無形資産
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

連結計算書類に計上されている無形資産30,240百万円には、米国セグメントに関するのれん12,314
百万円、及び同セグメントに関する耐用年数が確定できない無形資産608百万円が含まれていま
す。

(2) 上記項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、IAS第36号「資産の減損」の要求事項を踏まえ、のれん及び耐用年数が確定できない無形
資産について、少なくとも年１回減損テストを行っており、さらに減損の兆候がある場合には、その
都度、減損テストを行っています。減損テストの実施にあたって、米国セグメントに関するのれん及
び耐用年数が確定できない無形資産の使用価値が処分コスト控除後の公正価値を上回っていたこと
から、減損テストにあたって、使用価値に基づき回収可能価額を算定しています。
② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

使用価値の算定において用いた主要な仮定には、税引前割引率や永久成長率が含まれています。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

米国セグメントにおいては、当期末の減損判定に用いたのれん及び耐用年数が確定できない無形資
産に係る使用価値がその帳簿価額を62,408百万円上回っています。しかし、仮に税引前割引率が
44.3％に上昇した場合、同セグメントに関するのれん及び耐用年数が確定できない無形資産から減損
損失が発生します。
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現金及び現金同等物（注）１ 21,374百万円
その他の金融資産（注）２ 23,386百万円

消費貸借契約により借り入れた有価証券 91,896百万円
受入保証金代用有価証券 3,914百万円

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 40,605百万円
４．その他の金融資産に対して計上した貸倒引当金 512百万円
５．有形固定資産の減価償却累計額 5,393百万円

当座貸越契約および貸出コミットメント契約等の総額 68,791百万円
借入実行残高 28,941百万円
差引額 39,850百万円

〔連結財政状態計算書に関する注記〕
１．担保に供している資産

（注）１.顧客保護のために取引金融機関に預け入れている拘束性預金です。
２.金融商品取引の清算業務を行うため清算機関に差し入れている担保、金融商品取引のために取引金

融機関、取引所等に差し入れている担保および敷金等です。
２．当社グループが提供するサービスにおいて、顧客および取引先から受け入れた売却または再担保が可能な

受入有価証券の公正価値

３．当社グループが提供するサービスにおいて、売却または再担保として顧客および取引先に差し入れた有価
証券の公正価値

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
６．運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越契約および貸出コミットメント契約等を締結しておりま

す。これらの契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりです。

－ 20 －



2024/05/21 14:01:10 / 23071791_マネックスグループ株式会社_招集通知

連結注記表

当連結会計年度
期首株式数

（株）

当連結会計年度
増加株式数

（株）

当連結会計年度
減少株式数

（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式

普通株式 257,947,100 － － 257,947,100

合計 257,947,100 － － 257,947,100

自己株式

普通株式（注） 1,581,964 3,940 1,202,400 383,504

合計 1,581,964 3,940 1,202,400 383,504

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基　準　日 効力発生日

2023年５月24日
取 締 役 会 普通株式 2,025 7.90 2023年３月31日 2023年６月5日

2023年10月27日
取 締 役 会 普通株式 2,061 8.00 2023年９月30日 2023年12月１日

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基　準　日 効力発生日

2024年５月23日
取 締 役 会 普通株式 3,863 利益剰余金 15.00 2024年３月31日 2024年６月3日

〔連結持分変動計算書に関する注記〕
１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

（注）自己株式における普通株式の増加3,940株は付与した譲渡制限付株式報酬の権利失効取得によるも
のおよび端株の買い取りによるものであり、減少1,202,400株は譲渡制限付株式報酬としての処分に
よるものです。

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの（予定）
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（百万円）
繰延税金資産

繰越欠損金 336
有形固定資産および無形資産 244
未払金および未払費用
未払事業税

692
373

有価証券投資 349
貸倒引当金 13
その他 157

繰延税金資産合計 2,166
繰延税金負債

有形固定資産および無形資産 △1,847
有価証券投資 △1,510
持分法投資 △5,619
その他 △245

繰延税金負債合計 △9,221
繰延税金負債の純額 △7,055

（％）
法定実効税率 30.6

（調整）
関係会社に対する投資簿価差額 3.2
未認識の繰延税金資産 0.7
海外子会社等の適用税率差異 △0.6
海外子会社の税額控除 △0.5
その他 △1.4
税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.0

〔税効果会計に関する注記〕
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
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〔金融商品に関する注記〕
１．金融商品の状況に関する事項

当社は、当社グループの経営に影響を与えるリスクを許容できる一定の範囲内にとどめるために、リス
クを適切に識別し、分析、評価した上で、⑴信用リスク、⑵流動性リスク、⑶市場リスクなど各々のリス
クに応じた適切な管理体制を整備しております。

当社は、当社グループの経営に影響を与えるリスク全般を管理するための規程を定めており、金融商品
に起因するリスクを含む各リスクは、当該リスクの所管部門を管掌する執行役が決定する具体的な管理方
針および管理体制に従い管理し、各子会社に対してもリスク管理の方針および体制の整備を指導しており
ます。当社ではリスク管理統括責任者を任命し、リスク管理統括責任者が当社および主要な子会社におけ
るリスク管理体制に関する整備状況および運用状況を把握のうえ、定期的に当社の取締役会に報告してお
ります。

⑴　信用リスク
信用リスクは、取引の相手方の契約不履行その他の理由により財務上の損失が発生するリスクであり、

主として当社グループの顧客や取引金融機関等に対する取引先リスクおよび発行体リスクからなります。
① 顧客取引に関わるリスク

　当社グループはグローバルに多数分散した顧客基盤を有していることおよび取引上限の設定により、
特定の顧客に対する過大な信用リスクが生じることはありません。顧客に対する債権の大部分は（ⅰ）
約定未受渡しの取引に基づく債権、（ⅱ）有価証券を担保とする貸付金、（ⅲ）先物オプション取引、
構成されております。当社グループの金融商品取引業者においては、有価証券取引については前金、保
証金または担保の差し入れを受けており、証拠金取引については取引状況の日常的なモニタリングを通
じたポジション偏り等のリスク把握を行うとともに、証拠金維持率の適切な設定や強制決済の仕組みを
設けることにより期日経過債権の発生を抑える仕組みを導入しており、顧客に対する債権についての信
用リスクは限定的です。

② 取引金融機関および決済機関に関わるリスク
　当社グループの取引金融機関および決済機関は、基本的には国内または海外で認知された優良な金融
機関および決済機関であり、それら機関に対する債権に関する信用リスクは限定的です。また、取引金
融機関および決済機関に対する格付引下げ等の信用不安につながり得る情報を入手した場合には、関係
部門間で連携をとりながらリスク回避のために必要な措置を講じるようにしております。

③ 発行体に関わるリスク
　当社グループでは資金運用のため米国財務省短期証券等の有価証券を保有しております。この有価証
券の発行体に関わる信用リスクについては日常的にモニタリングを行っており、発行体に関わる信用リ
スクは限定的です。
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⑵　流動性リスク
流動性リスクは、企業が現金またはその他の金融資産の引渡しその他の方法による債務の決済に支障を

きたすリスクです。当社グループの経営に必要な資金は、大手金融機関をはじめとする多数の金融機関か
らの借入、インターバンク市場からの調達、また、資本市場における社債の発行により調達し、一時的な
余資は流動性の高い短期金融資産で運用しております。

当社グループでは資金繰り状況および見通しの把握を随時行っており、かつ、多数の金融機関との間で
当座借越契約、コミットメントライン契約等を締結していることで、流動性リスクを軽減しております。
また、当社グループ内で機動的に資金を融通しあうことを可能な体制とし、流動性リスクのさらなる軽減
も図っております。

なお、顧客からの預り金や受入保証金は顧客分別金信託等を設定して分別管理しておりますが、その資
産は法令に基づき国債、預金等で構成されており、十分な流動性を確保しております。

⑶　市場リスク
市場リスクとは、市場における価格の変化により有価証券等の公正価値や将来のキャッシュ・フローが

変動するリスクで、外国為替リスク、金利リスク等に分類されます。
① 外国為替リスク

　当社グループは、海外事業への純投資に関連する為替変動リスクに晒されておりますが、金額は僅少
であり為替変動リスクは限定的です。

② 金利リスク
　当社グループは、必要な資金を金融機関からの借入や資本市場における社債の発行により調達してお
り、長期的な資金調達に関して金利変動リスクに晒されております。
　金利リスクの影響を受ける主な金融資産は金銭の信託でありますが、リスク管理上、定量的分析結果
を取締役会に報告しております。
　顧客分別金信託の運用につきましては、償還までの保有を原則とし、その間の利金収入を目的として
おります。運用商品は現状、米国財務省短期証券等の有価証券、銀行預金となっております。
　当社グループは、これら資産・負債から生じる金利変動リスクをモニタリングし、急激な金利変動時
には、金利スワップ等のデリバティブ取引等を利用することで、純損益の変動を機動的にヘッジする体
制を整えております。
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純損益を通じて
公正価値で測定
する金融資産お
よび金融負債

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する資本性

金融資産

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する負債性

金融資産

償却原価で
測定する

金融資産およ
び

金融負債

その他の包括
利益を通じて
公正価値で
測定される
ヘッジ手段

帳簿価額
合計 公正価値

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
現金及び現金同等物 － － － 97,935 － 97,935 97,935
金銭の信託 － － 95,516 309,086 － 404,602 404,602
デリバティブ資産 280 － － － 163 443 443
有価証券投資 12,955 358 753 － － 14,066 14,066
有価証券担保貸付金 － － － 47,870 － 47,870 47,870
その他の金融資産 5 － － 65,529 － 65,534 65,534
合計 13,240 358 96,269 520,421 163 630,451 630,451

デリバティブ負債 24 － － － 1,241 1,264 1,264
有価証券担保借入金 － － － 44,217 － 44,217 44,217
預り金 － － － 328,974 － 328,974 328,974
受入保証金 － － － 121,476 － 121,476 121,476
社債及び借入金 － － － 55,944 － 55,944 55,780
その他の金融負債 － － － 12,936 － 12,936 12,936
合計 24 － － 563,547 1,241 564,811 564,647

２．金融商品の時価等に関する事項
当社グループが保有する金融商品の帳簿価額及び公正価値は次のとおりです。
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（注）金融資産および金融負債の公正価値は、次のとおり決定しております。
⑴　現金及び現金同等物
　満期までの期間が短期であるため、帳簿価額と公正価値はほぼ同額です。
⑵　金銭の信託
　金銭の信託は、その内訳資産ごとに他の金融資産に準じて公正価値を見積っております。
⑶　有価証券投資
　市場性のある金融商品については、市場価格を用いて公正価値を見積っております。市場価格が存在
しない場合は、独立した第三者間取引による直近の取引価格を用いる方法、類似企業比較法、直近の入
手可能な情報に基づく純資産に対する持分に基づく方法、将来キャッシュ・フローの割引現在価値に基
づく方法等により公正価値を見積っております。
⑷　デリバティブ資産、デリバティブ負債
　為替予約取引については、報告日の先物為替相場に基づく方法により、公正価値を見積っておりま
す。金利スワップについては、満期日までの期間および割引率で将来キャッシュ・フローを割り引く方
法により公正価値を見積っております。
⑸　有価証券担保貸付金、有価証券担保借入金、その他の金融資産、預り金、受入保証金、社債及び借
入金およびその他の金融負債
　満期までの期間が短期であるものは、帳簿価額と公正価値はほぼ同額です。また、満期までの期間が
長期であるものは、取引先もしくは当社グループの信用力を反映した割引率を用いて、将来キャッシ
ュ・フローを割り引く方法等により見積っております。
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レベル１ レベル２ レベル３ 合計
百万円 百万円 百万円 百万円

現金及び現金同等物 97,935 － － 97,935
金銭の信託 404,602 － － 404,602
デリバティブ資産 － 443 － 443
有価証券投資 2,507 － 11,560 14,066
有価証券担保貸付金 － 47,870 － 47,870
その他の金融資産 5 65,529 － 65,534
合計 505,048 113,843 11,560 630,451

デリバティブ負債 － 1,264 － 1,264
有価証券担保借入金 － 44,217 － 44,217
預り金 － 328,974 － 328,974
受入保証金 － 121,476 － 121,476
社債及び借入金 － 55,780 － 55,780
その他の金融負債 － 12,936 － 12,936
合計 － 564,647 － 564,647

受入手数料 トレーディング
損益 金融収益 売上収益 その他の

営業収益 営業収益

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
顧客との契約から生じた収益 27,159 8,380 3,439 253 4,823 44,054
その他の源泉 － △0 22,742 － － 22,742
合計 27,159 8,380 26,182 253 4,823 66,796

3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
当社グループが保有する金融商品の時価のレベルごとの内訳等は次のとおりです。

〔収益認識に関する注記〕
営業収益のうち、顧客との契約から生じた収益及びその他の源泉から生じた収益の区分は次のとおりです。
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〔棚卸資産に関する注記〕
　棚卸資産として認識している暗号資産は、コインチェック株式会社が保有する暗号資産であります。
　国際会計基準（IFRS）において暗号資産の取引等に係る基準は存在しません。このため、当社グループ
は、IAS第８号「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」の要求事項に基づき、「財務報告に関する概
念フレームワーク」、IFRS解釈指針委員会（IFRIC）2019年6月アジェンダ決定及び類似の事項を扱う基準
を参照し、保有する暗号資産に対する会計上の支配の有無を総合的に勘案し、会計処理しています。
　当社グループが保有する暗号資産のうち、会計上の支配があると判断した暗号資産については、連結財政
状態計算書上、資産として認識しています。一方で、当社グループが保有する暗号資産のうち、利用者から
預託を受けた暗号資産で、下記の事項を総合的に勘案した結果、会計上の支配がないと判断した暗号資産に
ついては、連結財政状態計算書上、資産として認識しておらず、対応する負債についても認識していませ
ん。
　利用者から預託を受けた暗号資産のうち「資金決済に関する法律」上の暗号資産は、主に自らの計算にお
いて保有する暗号資産と同様に当社グループが管理する電子ウォレットにおいて保管しており、暗号資産の
処分に必要な秘密鍵を当社グループが保管していますが、利用者との契約により利用者の指示通りに売買又
は送信することが定められており、利用者の許可のない当社グループによる使用は制限されています。ま
た、当該暗号資産は、「資金決済に関する法律」及び「暗号資産交換業者に関する内閣府令」等に基づき、
利用者から預託を受けた暗号資産と自らの計算において保有する暗号資産を分別し、利用者ごとの残高を管
理しており、利用者から預託を受けた暗号資産と自らの計算において保有する暗号資産を保管するウォレッ
トを明確に区分し管理しています。さらに、当該暗号資産に係る経済的便益は原則として利用者に帰属し、
当社グループは当該暗号資産の公正価値の重要な変動リスクに晒されていません。また、これらの暗号資産
は、コインチェック株式会社の清算時等において、「資金決済に関する法律」及び「暗号資産交換業者に関
する内閣府令」等に基づき利用者は優先的に弁済を受ける権利を有しています。利用者から預託を受けた暗
号資産のうち「資金決済に関する法律」上の暗号資産以外の暗号資産は、利用者から預託を受けた暗号資産
と自らの計算において保有する暗号資産をデータベース上分別し、利用者ごとの残高を管理しております。
さらに、当該暗号資産に係る経済的便益は原則として利用者に帰属し、当社グループは当該暗号資産の公正
価値の重要な変動リスクに晒されていません。また、当該暗号資産の法律上の権利については必ずしも明ら
かにされていません。
　なお、連結財政状態計算書に計上されていない利用者から預託を受けた暗号資産の当連結会計年度末の残
高は649,211百万円であります。これらの金額は、主要な暗号資産取引所における各期末日時点の取引価格
に基づいて算定しています。
　会計上の支配があると判断した暗号資産のうち、顧客取引を遂行する目的で保有している暗号資産につい
ては、使用を指図する能力及び経済的便益が当社グループに帰属することから、連結財政状態計算書上、棚
卸資産として認識し、当初認識時点において取得原価で測定するとともに、当初認識後においては売却コス
ト控除後の公正価値で測定しています。また、上記以外の公正価値で測定していない暗号資産については、
当初認識時点において取得原価で測定するとともに、当初認識後においては取得原価と売却コスト控除後の
公正価値を比較して、いずれか低い方で測定しています。なお、利用者との暗号資産の消費貸借契約等に関
する負債については、当社グループにおける当連結会計年度末の残高は44,020百万円であり、連結財政状
態計算書の「その他の負債」に含まれています。
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１．１株当たり親会社所有者帰属持分 511.38円
２．基本的１株当たり当期利益 121.67円

継続事業 66.02円
非継続事業 55.65円

非継続事業の損益 百万円
収益 44,763
費用 △22,830
非継続事業からの税引前当期利益 21,934
法人所得税費用 △7,621
非継続事業からの当期利益 14,312

〔１株当たり情報に関する注記〕

〔重要な後発事象に関する注記〕
　該当事項はありません。

〔その他の注記〕
　非継続事業
(1）非継続事業の概要

　　2024年1月4日に、当社の子会社であったマネックス証券株式会社の単独株式移転により設立された中間持
株会社の株式を株式会社NTTドコモに一部譲渡しました。これにより、当連結会計年度において、マネック
ス証券株式会社の事業を非継続事業に分類しております。

(2）非継続事業の業績
　　非継続事業の業績には中間持株会社の株式についての売却益18,786百万円が含まれております。

（注）当社は、グループ内取引は連結上すべて相殺消去していますが、財務諸表の利用者にとって有用な情報
を提供できると考え、非継続事業との取引が株式譲渡後も継続する予定であることから、継続事業が株式譲渡
前に行った非継続事業との取引は継続事業において相殺消去しないことを選択しました。

（注）本連結注記表中の記載金額は、表示単位未満の端数および比率を四捨五入しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書
(2023年４月１日から2024年３月31日まで)

株　　　主　　　資　　　本 評価・換算差額等

純資産
合　計資　本　金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計

そ　の　他
有価証券
評　　価
差　額　金

評価・換算
差額等合計資本準備金 その他

資本剰余金

その他
利益剰余金
繰越

利益剰余金

当 期 首 残 高 13,143 46,016 － 36,108 △713 94,554 1,311 1,311 95,866

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △4,085 － △4,085 － － △4,085

当 期 純 利 益 － － － 16,572 － 16,572 － － 16,572

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △0 △0 － － △0

自 己 株 式 の 処 分 － － 126 － 541 667 － － 667

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) － － － － － － 748 748 748

当 期 変 動 額 合 計 － － 126 12,486 541 13,153 748 748 13,902

当 期 末 残 高 13,143 46,016 126 48,595 △172 107,708 2,060 2,060 109,768

（単位：百万円）

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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個別注記表

個　別　注　記　表
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

１．資産の評価基準および評価方法
⑴　有価証券の評価基準および評価方法

①　子会社株式および関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。

②　その他有価証券
ⅰ）市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によって
おります。

ⅱ）市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法によっております。

⑵　デリバティブの評価基準および評価方法
時価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産

　定額法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりです。
　建物　　　　　６～18年
　器具備品　　　２～15年

⑵　無形固定資産
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

３．引当金の計上基準
⑴　賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。
⑵　役員賞与引当金

　役員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。
⑶　その他の引当金

　投資に係る費用の支払に備えるため、当該投資の将来の費用を合理的に見積もることのできるものにつ
いて、費用負担見込額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
　当社は約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると
見込まれる金額で収益を認識しております。
　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は、「収益認識関係」に記載のと
おりです。
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個別注記表

〔重要な会計上の見積り〕
　会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務
諸表に重要な影響を与える可能性があるものは、以下のとおりであります。
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

子会社株式　　　37,924百万円
関連会社株式　　27,528百万円
子会社出資金　　  4,313百万円

２．会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
市場価格のない関係会社株式及び子会社出資金は取得原価をもって帳簿価額としておりますが、当該株式の

発行会社の財政状態悪化により実質価額が著しく低下した場合には、回復可能性が十分な証拠によって裏付け
られる場合を除き、評価損を計上して処理をしております。なお、超過収益力等を反映した価額で取得した株
式の実質価額は、株式の発行会社の財政状態に超過収益力等を加味して算定しております。
　当該実質価額の基礎となっている事業計画については、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって影響
を受ける可能性があります。将来実績が事業計画を大幅に下回る場合は、当該関係会社株式の評価結果が見積
りと異なり、翌事業年度の財務諸表の当該関係会社株式の金額に重要な影響を与える可能性があります。

〔表示方法の変更に関する注記〕
貸借対照表
　前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「暗号資産」（当事業年度は、41百万円）は、金額的重要
性が乏しくなったため、当事業年度より、流動資産の「その他」に含めて表示しております。
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個別注記表

１. 有形固定資産の減価償却累計額 706百万円

短期金銭債権
短期金銭債務
長期金銭債務

419百万円
51百万円

301百万円

当座貸越契約等の総額 500百万円
借入実行残高 －百万円
差引額 500百万円

マネックスファイナンス株式会社 54,950百万円
Monex Boom Securities（H.K.) Limited 4,541百万円
TradeStation Group, Inc. 38,599百万円
計 98,090百万円

営業収益 7,180百万円
営業費用 421百万円

当期首株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

普通株式（注） 1,581,964 3,940 1,202,400 383,504

〔貸借対照表に関する注記〕

２. 関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりです。（区分表示したものを除く）

３. 運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越契約等を締結しております。これらの契約に基づく借入未
実行残高は、次のとおりです。

４. 次の連結子会社の金融商品取引に関連して発生する債務および金融機関からの借入金に対して、債務保証
を行っております。債務保証の極度額は次のとおりです。

〔損益計算書に関する注記〕
関係会社との取引高は次のとおりです。
　　　　　　営業取引による取引高

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
自己株式に関する事項

（注）自己株式における普通株式の増加3,940株は付与した譲渡制限付株式報酬の権利失効取得および端
株買取によるものであり、減少1,202,400株は譲渡制限付株式報酬としての処分によるものです。
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繰延税金資産
未払事業税 337
投資有価証券 136
関係会社株式 282
関係会社出資金 36
その他 275

繰延税金資産小計 1,068
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △631

繰延税金資産合計 437
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △909
繰延税金負債合計 △909
繰延税金負債の純額 △471

法定実効税率 30.6
（調整）
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.6
その他 0.7
税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.7

〔税効果会計に関する注記〕
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
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属　性 会社等の名称 議 決 権 等 の 所 有
( 被 所 有 ) 割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科　　目 期末残高

関連会
社

マネックス証券
株 式 会 社
（注）5

所有
間接51％

役務の提供
役員の兼任 役務の提供（注）1 3,777 未収収益 224

子会社 TradeStation
Group ,  Inc .

所有
直接100％

債務保証
役員の兼任

債務保証（注）2 38,599 － －
保証料の受取（注）2 73 未収収益 48

子会社
Monex Boom
S e c u r i t i e s
( H . K . )
L i m i t e d

所有
間接100％

債務保証
役員の兼任 債務保証（注）2 4,541 － －

子会社
マ ネ ッ ク ス
ファ イ ナン ス
株 式 会 社

所有
直接100％

役務の提供
資金の貸借
債務保証
役員の兼任

資金の貸付（注）3 867 － －
資金の回収（注）3 1,134 － －
利息の受取（注）3 5 － －
資金の借入（注）3 5,600 － －
資金の返済（注）3 22,300 － －
利息の支払（注）3 155 － －
債務保証（注）2,4 54,950 － －
保証料の受取（注）2 72 未収収益 18

〔関連当事者との取引に関する注記〕
  子会社および関連会社等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１. 役務の受入および提供については、対価の妥当性を勘案し協議の上で合理的に決定しております。
　　　２. 金融機関からの借入につき、債務保証を行っております。なお、債務保証の料率については、市場保

証料率を勘案して合理的に決定しております。
　　　３. 資金の貸付および借入ならびに暗号資産の貸付については、貸付および借入利率は市場金利を勘案し

て決定しております。なお、担保は受け入れておりません。
　　　４. 社債の発行につき、債務保証を行っております。
　　　５. マネックス証券株式会社は当社が株式を100％保有する子会社でしたが、2024年1月にマネックス証

券株式会社の単独株式移転により設立された中間持株会社の株式を株式会社NTTドコモに一部譲渡
し、中間持株会社は株式会社NTTドコモを割当先とする第三者割当増資を完了したことにより、当
社の関連会社となりました。取引金額はマネックス証券株式会社との当事業年度における取引高を、
議決権の所有割合および期末残高は当期末時点の数値及び金額をそれぞれ記載しております。

－ 35 －



2024/05/21 14:01:10 / 23071791_マネックスグループ株式会社_招集通知

個別注記表

１．１株当たり純資産額 426.18円
２．１株当たり当期純利益 64.44円

〔収益認識に関する注記〕
　当社の顧客との契約から生じる収益は、業務受託収入であります。業務受託収入については、当社の子会社
等を顧客として、業務受託にかかる契約に基づき、当社の子会社に対し管理等を行うことを履行義務として識
別しております。当該履行義務は、当社が日々サービスを提供すると共に顧客により便益が費消されることで
充足されるため、一定期間にわたり収益を認識しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕

〔重要な後発事象に関する注記〕
　該当事項はありません。

（注）本個別注記表中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨て、比率については四捨五入しております。
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